
項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

第３章　健幸（けんこう）長寿のまち  第２節　早期発見・疾病予防

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

精神障害者等一
時宿泊事業

根拠法令 R1予算現額

6,285千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

緊急時には即時即応の対応がで
きるよう、関係機関との連携を深
め事業を実施している。

R1年度に改善した点

平成29・30年度の利用日数については、精神障
害者当事者が7日間×10人分、家族については
3日間×2人分としている。
令和元年度の利用率は、支援を必要とする者が
実際に事業を利用できた割合とする。

委託先の相談支援事業所職員との連携を
重視し、利用後の支援対象者への支援が
滞ることがないようにした。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

引き続き事業を実施し、即時即応の対応
ができるよう、相談支援事業所等と連携し
て取り組む。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 760千円 720千円

R1実績

目標達成済

R1決算額（見込み）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 836千円 770千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

精神障害者当事者の精神状態が急変し、不穏な状
況により家族等の身体に危険が及ぶ恐れがある場
合に、精神障害者グループホーム等の福祉サービ
ス事業所に一時宿泊することにより、精神障害者本
人の精神状態の安定化と生活支援を行い、自宅等
で安定した生活ができるようにする。また、同居の
家族については危険回避等の支援を行う。

0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 76日間 72日間

252,648千円 232,836千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

0.00 人

H30年度目標

①精神障害者本人またはその
家族等を保護した日数

②

③

・平成30年度
精神障害者本人またはその家族等を保護した
日数
・令和元年度
支援対象者の利用率

0.00 人 R2年度目標

20.0%

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

臨時職員

①70日

②

③

R元年度目標

100.0%

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

がん検診事業

3.28 人

根拠法令

健康増進法

R1予算現額

39,973千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

平成29年度～ 5,818千円

期間 0.70 人
非常勤
特別職

Ａ

①延べ申込者数（前立腺がん
検診を除く）
②延べ受診者数（前立腺がん
検診を除く）
③前立腺がん検診受診者数

大腸がん検診受診率

（受診者数÷対象者数×100＝受診率）
（受診者：16,788人、対象者：214,891人）

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

早期発見・早期治療により、がんによる市民の
死亡の減少を図ることが目的であるため、性別
に関係なく、また、保健センター及び市内協力医
療機関のどちらでも受診できる大腸がん検診を
指標とする。

胃がん検診は、従来の集団検診のバリウ
ム検査に加え、個別検診の内視鏡検査を
開始し、受診しやすい環境を整備した。
また、市内全世帯に配布される「健康ガイ
ドところざわ」のがん検診のページを見直
し、より見やすく分かりやすい表記に改善
した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

市民にとって分かりやすく、申し込みやす
い仕組み作りに取り組む。また、検診の重
要性を周知するとともに、祝休日の受診日
や受診者が女性のみの日を設けるなど、
引き続き受診しやすい環境の整備を行う。

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

大腸がん検診は問診と検体の提出のみで受診
することができる、受診者の負担が少ない検診
であり、これまで受診しやすい環境の整備を図
り、周知に努めており、受診者数も増加したが、
対象者数も増加したため。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 249,187千円

期間

R1実績

R1正規職員
人件費

226,210千円

大腸がん検診の受診者数は、平
成29年度の16,328人から、平成30
年度の16,677人、令和元年度の
16,788人と増え続けている。今後、
引き続き受診しやすい環境の整備
を行うとともに、様々な媒体を活用
した周知に努めていく。

H30年度目標 H30実績事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

がん検診を実施することにより、がんの早期発見と
早期治療につなげ、市民のがんによる死亡の減少
を図る。
【検診の種類と対象】
胃・肺・大腸がん検診は40歳以上の男女、乳がん
検診は40歳以上の女性、子宮頸がん検診は20歳
以上の女性、前立腺がん検診は50歳から80歳まで
の５歳刻みの男性

4.77 人
非常勤
特別職

0.00 人

7.8%

8.1%

7.8%

臨時職員 6.86 人

①47,186人

②40,403人

③3,146人

R元年度目標

S58年度～ 27,263千円 臨時職員 2.37 人

R1その他職員
従事割合

8.1%

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

Ｓ23年度～

3.35 人

R1正規職員
人件費

期間

各種予防接種事
業

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

975,438千円 819,986千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

各種予防接種を実施することで、市民の免疫レベ
ルを高い水準に保ち、感染症の発生・まん延を防止
する。
【種類】
（小児）ヒブ、小児用肺炎球菌、Ｂ型肝炎、四種混
合、不活化ポリオ、ＢＣＧ、麻しん風しん混合、麻し
ん、風しん、水痘、日本脳炎、二種混合、子宮頸が
ん、（成人）男性の風しん抗体検査、（高齢者）インフ
ルエンザ、成人用肺炎球菌

小児予防接種接種率
（延べ接種者数58,079人÷対象者数58,922人）
※但し、子宮頸がんについては、積極的勧奨を
中止していることから除く。

根拠法令

疾病や体質などにより予防接種を受けられない
ケースもあり、現実的には100％を達することは
困難なことから、概ね目標は達していると考え
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

令和2年10月からのロタウイルスワクチン
定期接種化に向け、滞りなく準備を進めて
いく。今後も、国や県の動向も踏まえなが
ら、感染症の発生・まん延を防止すべく、
継続して事業を実施していく。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を概ね達成す
ることができており、事業の目的で
ある感染症の発生・まん延防止は
図られていると考える。
今後は、高い接種率を維持し事業
の目的を達することができるよう、
引き続き確実な周知と適切な勧奨
に努めていく。

R1年度に改善した点

感染症の発生・まん延を防止するためには市民
の免疫レベルを高い水準に保つ必要があること
から、予防接種の周知・勧奨を確実に行うことに
より、100％に近い接種率を維持していくことを
目標とする。

国の追加的対策により風しん抗体検査、
風しん第５期定期接種を開始した。また、
造血幹細胞移植後の予防接種任意再接
種料助成金交付事業開始し、これまで全
額自費負担となっていた接種についても
助成を行い、疾病と感染症まん延の予防
と対象者の負担軽減を図った。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

予防接種法

H30決算額 指標名

0.00 人

①58,079

②43,406

R元年度目標

①小児予防接種接種者数

②高齢者予防接種接種者数

1.71 人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 877,213千円 816,324千円

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 100% 99%

臨時職員

14,214千円 臨時職員 0.00 人

R1実績

R1その他職員
従事割合

100% 99%

100.0%

28,073千円

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

３．すべての
人に健康と

福祉を

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R1)

どのように貢献したか

高い予防接種率を維持する
ことで、市民の免疫レベル
を高水準に保っている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

市民が安価でがん検診を受
診する機会を提供してい
る。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

当事者の生活の安定化と
家族の危険を回避した。



実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R1)

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自殺対策基本法、精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律

1,017千円

8,045千円

H30決算額

①自死遺族支援「わかちあいの
会」の運営

②思春期こころの健康相談事
業

非常勤
特別職

0.00 人

新型コロナウイルス感染拡大の影
響もあり相談者数は減少したが、
精神科医療機関や高校などとの
連携を重視しながら個別支援を実
施した。

H30予算現額

自殺対策基本法の基本理念には、自殺が個人的な
問題としてのみとらえられるべきものではなく、その
背景には様々な社会的な要因があることを踏まえ、
その対策が社会的な取組として実施されなければ
ならないとされている。
　本市においてもその趣旨を踏まえ相談や普及啓
発等の自殺防止対策を実施する。

0.96 人

R1正規職員
人件費

H21年度～

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

自治事務

指標名

自殺防止対策に
かかる啓発事業

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

法定受託事務 法定受託＋附加 1,039千円

R1年度に改善した点

H30年度は、法改正（H28）を受け、市町村にお
いても自殺対策にかかる行動計画を策定するこ
とになったため、所沢市における自殺対策計画
の策定を目標とした。令和元年度以降は計画に
基づく施策のうち「思春期こころの健康相談事
業」の相談者数を指標とした。

思春期の心の特性に配慮し、早期介入が
できるよう、相談者の生活状況等にも配慮
し対応した。
また、年度途中に市内各高校に対し本事
業の周知を行った。

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、相
談者からのキャンセルがあった。また、本人の
心の問題に気づくことができる、保護者や高校
教諭に向けた周知が不足していたのではない
かと考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

・平成30年度
自殺対策計画の策定状況
・令和元年度
自殺対策計画の進捗度（思春期こころの健康相
談の相談者数）

100.0% 100.0%

R1目標値が未達成の理由・分析

今後は事業の周知に努めるとともに、相
談しやすい環境等、相談事業の実施方法
について検討する。

885千円

958千円

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

臨時職員 0.00 人

①5回実施

②20人

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

29人 20人

期間 0.73 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

6,068千円 臨時職員 0.00 人 30人

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

R1予算現額

R元年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

H30決算額

7,098千円

指標名

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

精神保健事業

根拠法令

5,614千円

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

Ａ

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

相談件数については、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により減少
したが、個別支援が必要な方に対
しては適宜、相談対応を実施し
た。
また、コロナ感染拡大により不安を
抱える市民へ電話相談事業『ここ
ろの相談電話』を実施した。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

H30実績

精神障害の早期発見、治療、社会復帰及び社
会経済活動への参加の促進を図ることが精神
保健福祉業務の趣旨であるため、精神保健福
祉士による精神保健相談の延べ件数を指標とし
た。

新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、相談支援活動に制限があったが、相
談者の状況に合わせながら適切な対応を
図るよう努めた。また、コロナウイルス感
染拡大の影響により不安を抱える市民の
ために電話相談事業『こころの相談電話』
を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症やその社会的
な影響等に対応できるようにするため、職
員の相談技術の向上や関係機関との連
携が課題と捉えている。

R1目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染拡大の影響により来所
相談や訪問件数が減少した。個別支援は行って
おり、目標は概ね達成できていると考えている。

8,292千円

R1実績

4,409千円

7,442件

7,500件

①精神保健福祉士による延べ
相談件数

②精神保健福祉手帳所持者数

③自立支援医療（精神通院）の
利用者数

精神保健福祉士による延べ相談件数

8,000件

49,861千円 臨時職員
精神保健相談については、来所、訪問、電話及び
メール等により行い、必要に応じて専門医による相
談を実施する。精神障害の早期発見、早期治療と
治療の継続等、社会復帰に向けた総合的な支援を
行う。

5.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 7,800件 8,029件

3.00 人

①　7,442件

②　3,418件

③　5,778件

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H14～ 43,887千円 臨時職員

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 280千円

期間 5.28 人

H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

280千円

精神保健福祉施策の推進のためには、市
民に精神疾患、精神障害者に対する正し
い理解を深めていただくことが重要である
ことから、今後も普及啓発事業を継続して
いく。

こころの健康講座とこころの美術展への来場者
数

目標設定の考え方・根拠

Ｓ
健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30決算額 指標名

R2年度目標

こころの健康講座では、社会情勢
を踏まえたテーマを選定して実施
し、こころの美術展においては、各
福祉事業所や精神科医療機関の
協力体制を維持しながら実施して
いる。

①こころの健康講座

②こころの美術展

③

こころの健康づく
り普及啓発事業

広く精神障害及び精神障害者への理解を進め
ることが目的であるため、こころの美術展の来場
者数を指標とした。

発達障害に関する講座として、教育と医療
の協働をテーマにした講座を実施した。市
民のみならず、支援関係者にも関心が高
い内容のものとした。

H30年度目標

2、889人

目標達成済3,275人

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,090千円 745千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

精神障害及び精神障害者に対する正しい知識の普
及を図り、精神障害者及びその家族が健やかに暮
らせる地域社会づくりを推進する。

0.89 人
非常勤
特別職

0.00 人 2,600人

7,458千円 臨時職員 0.00 人

①計9回開催　579人

②10月2,849人

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3,428人

3,300人

期間 0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人

H８年度～ 6,234千円 臨時職員 0.00 人

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

市民を対象とした講演会等
により、精神保健及び精神
障害者に対する正しい知識
の普及を行った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長も

どのように貢献したか

個別の相談支援を実施し、
精神保健福祉の充実、精神
障害者の就労など社会経
済活動への参加の促進を
実施した。

どのように貢献したか

精神科医師による専門的な
助言を行い、本人及び家族
への支援を実施した。

３．すべての
人に健康と

福祉を


